地域における科学技術振興に関する調査研究(第3回調査) - 都道府県及び政令指定都市の科学技術政策の現状と課題 - by 坂田 和徳 et al.
地域における科学技術振興に関する調査研究（第３回調査）
(NISTEP Report No.56）
第３調査研究グループ 上席研究官 坂田和徳
１．調査研究の目的
本調査研究「地域における科学技術振興に関する調査研究」は、地域における科学技術
活動について、その実態がほとんど把握されていないという状況下にあって、先ず、都道府
県及び政令指定都市について、科学技術振興のための体制、施策及び経費を総合的に調
査することが最重要、最優先であるとの考えから始められた。本調査研究の第１回調査は平
成２年度を対象年度とし、第２回調査は平成４年度を対象年度として実施された。今回の調査
は第３回目の調査であり、平成７年度が対象年度である。
本報告書は、各地方公共団体が地域に適した施策を企画立案し、また国が地域科学技術
振興のための支援施策を検討する際、基礎資料として活用されることを目的として作成されて
いる。
２．調査研究の方法
本調査研究は、都道府県及び政令指定都市に対して実施した「科学技術関係経費に関す
るアンケート調査」の結果を基本データとし、これに都道府県及び政令指定都市への追加的
調査、関連諸統計、ヒヤリング調査、文献調査等から得られたデータ、知見で補充するという
方法により行った。
アンケート調査の質問票構成：
問１ 科学技術行政の総合的推進 問１４ 研究所・研究開発型企業誘致
問２ 公設試験研究機関（機関別経費等） 問１５ 技術指導・技術相談
問３ 公設試験研究機関（再編整備） 問１６ 公募形式研究開発制度
問４ 公設試験研究機関（研究機能強化） 問１７ 科学技術情報制度整備
問５ 理科系高等教育機関 問１８ 知的所有権制度普及
問６ 医療機関 問１９ 発明奨励
問７ 財団法人・第３セクター支援（研究開
発） 問２０ 人材育成（専門的技術分野）
問８ 財団法人・第３セクター支援（その他） 問２１ 人材育成（研究ポテンシャル向上）
問９ 基金（法人以外） 問２２ 国際交流（拠点整備）
問１０ 自然科学系博物館・科学技術系教
育施設 問２３ 国際交流（交流推進）
問１１ 研究交流推進（共同研究実施段階） 問２４ 科学技術教育
問１２ 研究交流推進（その他研究交流） 問２５ 住民理解
問１３ 研究所・研究開発型企業支援 問２６ 重点的研究課題
３．報告書の構成
要旨 ［報告書全体の要旨］
カラーグラフでみる地域科学技術政策  ［ポイント事項をカラーグラフで説明］
第１章 調査研究の背景と目的
第２章 調査研究の方法
第３章 地域における総合的な科学技術政策の推進及び科学技術関係経費の状況
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［アンケート調査回答に基づき、基本項目毎に記述］
第４章 今回調査結果からみた地域科学技術政策の特徴
［第３章の内容から特徴的事項を選び、他調査、過去調査等の視点を追加して記述］
第５章 まとめと今後の課題
付章１ 地域科学技術振興のための施策展開例
［積極的、独創的、典型的と思われる事業を個別に紹介］
付章２ 団体別にみた科学技術関係経費等の状況
［本調査から得られたデータを元に団体別状況を整理］
資料編 質問票、回答内容
４．調査研究結果の概要
（１）総合的推進体制整備
科学技術関係審議会を設置している団体数は、前回調査の10から、今回調査では18に増
加した。
科学技術政策基本指針を策定した団体数は、前回調査の12から、今回調査では20に増加
した。この期間に滋賀県と神奈川県では基本指針の改訂が行われた。【グラフ参照】
科学技術政策担当専任部署を設置している団体数は、前回調査の９から、今回調査では
12に増加した。
以上の３点（審議会の設置、基本指針の策定、専任部署の設置）のいずれか少なくとも１つ
を実施している団体数は、前回調査の15から、今回調査では24に増加した。47都道府県の約
半分が該当。全体として、科学技術振興のための総合的推進体制整備は着実に進んでい
る。
（２）科学技術関係経費（総額）
平成７年度における都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費は７１４３億円であっ
た。これは、同年度の国の科学技術関係経費２兆４９９５億円に対し２８．６％に相当する。【グ
ラフ参照】
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この３年間の地域科学技術関係経費の伸び率は１６．３％で、同期間の国の科学技術関係
経費の伸び率１７．１％にほぼ等しい伸びを示した。
所管部局別構成をみると、農林水産系が最も多く３２．１％を占め、次いで、商工系の２３．
４％、企画・総務系の１７．４％と続く。国の所管省庁別構成と比べる農林水産系が多いのが
特徴的である。
目的別構成をみると、公設試験研究機関が最も多く５１．６％を占め、次いで、高等教育機
関の２５．０％、財団法人等の５．４％、啓発普及の５．２％が続く。過去３回の推移をみると、
公設試験研究機関の割合が減少し、高等教育機関、啓発普及などの経費割合が増加してお
り、地域科学技術関係経費は多様化が進んでいる。【グラフ参照】
（３）科学技術関係経費の地域比較
都道府県別（政令指定都市含む）に科学技術関係経費を比較すると、最大が大阪府の７８
３億円で、北海道（５２６億円）、東京都（４５９億円）が続く。少ないのは、鳥取県（３１億円）、香
川県（３８億円）。最大最小格差は約２５倍。
人口一人当たりの都道府県別科学技術関係経費（政令指定都市含む）を比較すると、最大
が岐阜県の１万３３０７円で、滋賀県（１万２９０７円）、高知県（１万２４８９円）が続く。少ないの
は、埼玉県（１４１２円）、愛知県（２８０６円）。最大最小格差は約９倍。【グラフ参照】
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財政支出に占める科学技術関係経費のシェアを都道府県別に比較すると、最大が岐阜県
の３．３５％で、滋賀県（２．７４％）、福島県（２．２１％）が続く。少ないのは、埼玉県（０．５
７％）、東京都（０．６５％）。最大最小格差は約６倍。
地域科学技術関係経費を事業性格別に整理し、農林水産系と商工系の合計（仮に「産業
系」と呼ぶ）に着目して、都道府県別比較をすると、産業系割合の多いのは、鳥取県、鹿児島
県、大分県。逆に、非産業系（産業系以外）割合が多いのは岐阜県、滋賀県、京都府。【グラ
フ参照】
事業性格別科学技術関係経費の割合を都道府県別の産業構造との対比でみると、農林水
産系（第１次産業）、商工系（第２次産業）とも全国平均値とはかけ離れた分布をする団体が多
い。
（４）公設試験研究機関
都道府県及び政令指定都市の平成７年度における公設試験研究機関は機関数５７２、研
究者数は１５，７３２人であった。同年度の国立自然科学系研究機関（大学関係機関を除く）
については機関数７３、研究者数９，１５７人であり、公設試の研究者数は国研研究者数の約
１．７倍の規模である。
公設試験研究機関の機関数、研究者数、運営経費を事業性格別にみると、農林水産系が
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いずれも５割以上の割合を占め、商工系と環境土木・保健衛生系が農林水産系の約半分で
ほぼ同じ割合で続く。
（５）理科系高等教育機関
理科系高等教育機関として回答のあったのは１１７校である。このうち約半分は農業大学
校である。公設民営方式の理科系高等教育機関は２校あった（東北芸術工科大学（山形
市）、高知工科大学（土佐山田町））。
前回調査以降（平成５年度以降）の大学・短期大学の設立（又は計画）の回答総数２８のう
ち１９が看護系の大学・短期大学であった。公立の看護系大学・短期大学の設立は平成１０
年度以降も計画しているところがかなりあり、看護・保健系高等教育における公立大学・短期
大学の果たす役割が大きくなっている。
（６）第３セクター、財団法人等の研究開発（支援）機関
都道府県又は政令指定都市が出資・出捐した第３セクター、財団法人等の研究開発（支
援）機関は、平成９年度までに１８３機関が設立されている。このうち国の制度関連が６１、地
方公共団体独自のものが１２２である。
設立推移をみると、１９９０年に設立件数が２６機関でピークとなったが、それ以降の新規設
立は減少している。【グラフ参照】
平成７年度の都道府県及び政令指定都市から第３セクター、財団法人等への支出は約３８
５億円であった（前回３３７億円）。内訳をみると、基金造成は減少（１１８億円→７８億円）し、
委託等の事業が増加（２１９億円→３０７億円）。
（７）知的所有権制度普及
知的所有権制度普及と発明奨励に係る経費を今回調査から新たに加えた。知的所有権普
及に関する事業として回答のあったのは１８団体で、経費計３６２９万円であった。内容として
は発明協会地方支部に対する補助事業が多い。
（８）研究開発人材の育成
研究開発人材育成事業は、事業内容を「専門技術分野」と「研究能力向上」に分け、対象を
「民間企業」と「県職員」に分けて聞いている。回答は、人材育成総額で２０５億円で、内訳
は、「専門技術（民間企業）」１９５億円、「専門技術（県職員）」５億円、「研究能力（民間企業）」
２億円、「研究能力（県職員）」３億円となっており、専門技術分野の人材育成事業が大部分を
占め、研究能力向上事業は少ない。
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（９）国際交流の推進
平成７年度における国際交流に係る経費は「拠点整備」「交流推進」ともに、前回より増加し
ている。（拠点整備：４億円→３２億円、交流推進：９億円→１０億円）
今回調査では、姉妹関係提携の状況と近年における科学技術関係の交流実績を聞いた。
姉妹関係締結件数と近年の科学技術交流実績件数を相手国別に整理してみると、姉妹関係
締結件数では中国（４２件）、米国（２７件）、オーストラリア、ブラジル、フランス等の順になる
が、交流実績件数では中国が圧倒的に多く（２７件）、米国（５件）他は少ない。
（１０）啓発普及（博物館、科学技術教育、住民理解）
啓発普及に係る経費は、博物館等経費、科学技術教育補充経費、住民理解経費の３項目
からなり、今回の啓発普及経費総額は４０６億円で、前回より29％増加している。内訳をみると
3項目とも前回より増加しており、特に住民理解の伸びが大きい。【グラフ参照】
自然科学系博物館（総合を含む）及び科学技術系教育施設は計画中の２３施設を含め、計
８５施設の回答を得た。これらは、４つの類型に分けて聞いているが、全類型通じて平成元年
以降の増加傾向が明らかであり、特にＢ型（自然科学系独立博物館）は最近の開館（予定を
含む）が目立っている。
（１１）重点的に取り組んでいる研究開発課題
今回の調査で「特に重点的に取り組んでいる研究開発課題、技術課題」として回答のあっ
たのは、課題数で１７７、経費総額は５５億円であった。
課題数、経費を事業性格別にみると、ともに農林水産系が一番多く過半を占め、次いで商
工系が多い。
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